
- 196 - 

 

 

 

 

 

○日 時  令和２年３月 18 日 

      午前 10 時 00 分開議 

────────────────────────── 

○場 所  議 場 

────────────────────────── 

○出席委員（15 名） 

委 員 長    立 崎 聡 一 

副 委 員 長    川原田 英 世 

委   員    石 垣 直 樹 

小田部   照 

金 兵 智 則 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

────────────────────────── 

○欠席委員（０名） 

────────────────────────── 

○委員外議員（０名） 

────────────────────────── 

○説明のため出席した者 

市 長   水 谷 洋 一 

副 市 長   川 田 昌 弘 

企 画 総 務 部 長   岩 永 雅 浩 

市 民 環 境 部 長   酒 井 博 明 

健 康 福 祉 部 長   桶 屋 盛 樹 

農 林 水 産 部 長   川 合 正 人 

観 光 商 工 部 長   後 藤 利 博 

建 設 港 湾 部 長   佐々木 浩 司 

水 道 部 長   脇 本 美 三 

総 務 防 災 課 長   伊 倉 直 樹 

財 政 課 長   古 田 孝 仁 

戸 籍 保 険 課 長   江 口 優 一 

介 護 福 祉 課 長   高 橋 善 彦 

水 産 漁 港 課 長   渡 部 貴 聴 

港 湾 課 長   梅 津 義 則 

営 業 経 営 課 参 事   佐々木 修 司 

上 水 道 課 長   吉 田 憲 弘 

下 水 道 課 長   中 村 昭 彦 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

教 育 長   三 島 正 昭 

社 会 教 育 部 長   猪 股 淳 一 

────────────────────────── 

○事務局職員 

事 務 局 長   大 島 昌 之 

事 務 局 次 長   細 川 英 司 

総 務 議 事 係 長   高 畑 公 朋 

総 務 議 事 係 主 査   寺 尾 昌 樹 

係   早 渕 由 樹 

────────────────────────── 

午前 10 時 00 分 開議 

○立崎聡一委員長 おはようございます。 

 本日の出席委員は15名で、全委員が出席してお

ります。 

 ただいまから、本日の委員会を開きます。 

 それでは、早速、本日の日程であります特別会

計及び企業会計に関する細部審査を行います。 

 なお、令和２年度予算案から水道事業、簡易水

道事業及び個別排水処理施設を含む下水道事業が

公営企業会計として予算案が提案されておりま

す。 

 また、関連であります議案第12号についても、

併せて審査をいただきます。 

 それでは、質疑のある方、挙手願います。 

 澤谷委員。 

○澤谷淳子委員 おはようございます。 

 早速ですが、特別会計の介護特会のほうで209

ページの買い物リハビリ事業についてお伺いいた

します。 

 こちらは新規事業ということなのですが、どの

ような内容なのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 買い物リハビリ事業の

内容でございますけれども、こちらにつきまして

は通所介護事業所が所有する送迎車両の空き時間

を活用しまして、週１回商業施設への送迎と買い

物時の付き添い支援を提供する事業でございま

令和２年 網走市議会 

令 和 ２ 年 度 予 算 等 審 査 特 別 委 員 会 会 議 録 

第６号 令和２年３月 18 日（水曜日） 

 



 

－ 197 － 

 

す。 

○澤谷淳子委員 送迎車の空き時間を利用という

ことで、デイサービスの送迎の帰りとかそんなよ

うなイメージでいいのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 車両につきましては、

デイサービスセンターの車両を使う予定で考えて

おります。 

○澤谷淳子委員 本当にふだんお一人でとか家族

でとか、買い物が行けない方なども大変喜ばれる

いいサービスであると思います。 

 もう一方で、買い物支援サービス事業が今現在

行われているのですけれども、この予算は半分以

下に減額されました。このサービス自体は、こち

らの買い物リハビリ事業を充実させていくこと

で、買い物支援サービス事業というのはなくなっ

ていくような感じなのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 現在行われております

買い物支援サービス事業につきましては、利用実

績がなかなか伸びないということもございまし

て、現行の民間資源などを活用されている高齢者

が多いことも考えられることと、あと、当初想定

していましたホームヘルパーが担う買い物代行業

務との切り離しについても、経済的負担感や、な

れ親しんだヘルパーのサービスを好む状況にある

というのも要因の一つと考えられるところでござ

います。 

 今後につきましても、利用実績は少ない状況で

はございますが、冬期間の利用などニーズもござ

いますことから、事業は継続してまいりたいとい

うふうに思っております。 

○澤谷淳子委員 それでは、今おっしゃいました

けれども、ヘルパーさんを使ってお掃除のヘル

パーさん週１回頼んだり、その中で買い物のヘル

パーも、そういうのは今までどおりやっていって

大丈夫なのですよね。そういうのとはまた違いま

すか。 

○高橋善彦介護福祉課長 訪問介護におけるホー

ムヘルパーの事業については、通常どおりという

ような考え方で結構でございます。 

○澤谷淳子委員 理解いたしました。ありがとう

ございます。 

 それでは、同じく209ページの短期集中予防

サービス事業についてお伺いいたします。 

 こちらは平成29年度は利用者ゼロということ

で、30年度は７名ほどいたのですけれども、今回

の利用者の状況はどうだったでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 短期集中予防サービス

事業における今年度の利用状況でございますが、

こちらにつきましては、要支援認定者及び基本

チェックリストにより生活機能の低下が見られた

方が対象となっておりまして、こちらの31年度の

利用実績は３月現在で１名のみという形になって

ございます。 

○澤谷淳子委員 本当に利用者がなかなか伸び悩

んではいるのですが、減額の理由などはそういう

こともあるのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 減額の理由ですけれど

も、実績を勘案しまして事業費のほうは若干減少

されているというところでございます。 

○澤谷淳子委員 それでは、１名は利用したので

すが、その後の状況などはどうなっているので

しょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 サービスを利用された

方のその後の状況でございますが、サービス終了

後には閉じこもりがちであった利用者がリハビリ

専門職との関わりによりまして、要支援、要介護

における訪問リハビリテーションや通所介護事業

につながっているケースが多い状況でございま

す。 

○澤谷淳子委員 了解いたしました。 

 それでは、211ページの介護予防教室等の事業

についてお伺いいたします。 

 こちらは逆に予算がかなり増えたのですけれど

も、その理由をお伺いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 介護予防教室等事業の

事業費の増額理由でございますけれども、令和２

年度におきまして、従来までの取組に加え、来年

度から呼吸法によりぜんそくの改善や嚥下機能の

向上等の効果が期待されるスポーツ吹き矢教室

を、市内のコミュニティーセンター２カ所で開催

する経費を新たに計上しているところでございま

す。 

 また、介護予防実施時における使用されており

ます車両の更新も予定しているところでございま

す。この２点が大きな増額の要因となっておりま

す。 

○澤谷淳子委員 よく吹き矢をやっている方で本

当に健康にいいのだということも聞きましたの

で、すごくいいことなのではないかなと思いま

す。 
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 それで、最後に213ページの認知症初期集中支

援推進事業についてお伺いいたします。 

 こちらも平成30年度は、５事例だったというこ

とで昨年もあったのですけれども、今回の利用状

況はどうだったでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 認知症初期集中支援事

業における昨年度対応したケースですけれども、

平成31年度につきましては４事例、４ケースを対

応させていただいているところでございます。 

○澤谷淳子委員 やはりこちらも４事例あったと

いうことですが、昨年もこの事業につながる体制

の構築が重要ということも言われていたのです

が、その４事例のことも含めましてどのような状

況でしょうか、今現在は。 

○高橋善彦介護福祉課長 この４事例についてで

ございますが、お亡くなりになられた方や施設に

入所された方、今通院をされている方というよう

な形の状況でございます。 

○澤谷淳子委員 それで、その中に認知症カフェ

をやりたいとか、昨年認知症予防教室もやってい

きたいというような御答弁だったのですけれど

も、認知症カフェはもうチラシとかも入ってやっ

ているのはよく目にするのですが、認知症予防教

室の開催とかはあったのでしょうか。その中で

やっていたのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 認知症予防教室の開催

ですけれども、こちら31年度につきましては、70

名の方が参加されまして開催をしたところでござ

います。 

○澤谷淳子委員 それでは認知症カフェも予防教

室も開催しているということで、またこの推進事

業、また引き続きやっていっていただきたいと思

います。 

 私の質問は以上です。 

○立崎聡一委員長 次、古田委員。 

○古田純也委員 予算説明書159ページ、受診率

向上支援等共同事業負担金についてお伺いいたし

ます。 

 事業目的は早期発見、早期治療により、医療費

の抑制という狙いを見ているが、受診率アップの

ためには本人が緊急性を感じたり、危険感を持っ

たりしないとなかなか受診行動に移さないという

のが現実だと思います。事業の肝は受診していた

だくことなので、最終的に受診を促したはがきを

送るということですが、本当に、はがきを読んだ

だけで受診するのか、内容をお伺いいたします。 

○江口優一戸籍保険課長 受診率向上支援等共同

事業についてですが、令和２年度から北海道国民

健康保険団体連合会が事業を担っており、国保連

と実施企業が委託契約を取り交わし、参加を希望

する市町村が国保連に負担金を払って実施企業か

ら特定健診の受診率向上に向けての助言や作業の

提供を受けるものとなっています。 

 作業としましては、実施企業が持つノウハウを

活用して特定健診の受診を促すはがきを作成、送

付することですが、被保険者の状況、性別や年齢

別のほか、今まで一度も特定健診を受けたことが

ない人や前回特定健診を受けたとき、生活習慣病

の疑いがあったにも関わらず病院にかかっていな

いなど、過去の特定健診の状況や病院からのレセ

プトのデータをもとに、実施企業が開発したＡＩ

を活用して、例えば、健診でわかる主な病気の兆

候の一覧など、より効果的な勧奨内容を５種類の

パターンから選別して送付することで、受診対象

者に訴えかけていきたいと考えております。 

○古田純也委員 その大変気になる５種類のパ

ターンという部分なのですけれども、内容がわか

ればお伺いいたします。 

○江口優一戸籍保険課長 先ほど説明しました健

診でわかる主な病気の兆候ですとか、あとは例え

ば病院、どこで受診ができるかですとか、あとは

特定健診によってどういう病気がわかるのかです

とか、そういう内容となっております。 

○古田純也委員 私も大変健康には気遣うほうな

のですけれども、やばいなという感じる内容だと

いうふうに理解いたしました。 

 続きまして、205ページ、福祉用具の購入につ

いてお伺いいたします。 

 １割の負担で福祉用具を購入できる事業だとい

う認識をしております。 

 購入できる福祉用具の縛りや購入限度額、基準

がありましたらお伺いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 福祉用具購入に係る内

容でございますけれども、こちらにつきましては

貸与になじまない入浴や排せつなどに使用する福

祉用具を購入した場合に、購入費を支給するもの

でございます。 

 購入費の上限につきましては、年間10万円を限

度とするものでございまして、負担割合につきま

しては所得に応じまして１割負担から３割負担と
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いうような形になってございます。 

○古田純也委員 高齢者介護も年々増加傾向だと

思いますが、今後の見立て、事業費などどのよう

にお考えですか。 

○高橋善彦介護福祉課長 実績でございますけれ

ども、今年度の見込みとしまして149件を見込ん

でおります。 

 近年の平均からしまして、大体横ばいというよ

うな形で推移はしてございますので、実績等を勘

案しながら予算のほうを編成していきたいという

ふうに考えております。 

○古田純也委員 理解しました。 

 続きまして211ページ、介護支援ボランティア

ポイント事業についてお伺いいたします。 

 ボランティアに登録されている方が対象の事業

だと認識しております。 

 昨年から行われている事業での効果がありまし

たらお伺いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 介護支援ボランティア

ポイント制度におけます導入の効果でございます

けれども、ボランティアの継続と後継者の育成、

活動を通じた健康増進、介護予防に対する意識の

向上、施設職員の負担軽減、地域における支え合

いの充実とコミュニティーの活性化などが考えら

れまして、これらを通じて元気な高齢者が増え、

介護給付費の抑制にもつながるということが期待

されるものでございます。 

 また、活動されているボランティアさんから

は、このポイントを還元します、ボランティア応

援券につきまして大変喜ばしいということで伺っ

ているところでございます。 

○古田純也委員 大変気になるポイント活用、ど

ういうようなところで実際に使われているかとい

うのをお伺いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 ボランティア応援券の

活用状況でございますけれども、こちら、バス、

ハイヤーの乗車料ですとか、あとは拝観施設での

入館料、あと総合体育館ですとか、プール、コミ

センなどの施設利用料、それから日帰り入浴でも

使えるような形のものでございます。 

○古田純也委員 大変幅広いところで活用できる

ポイント制度ということを理解いたしました。 

 先ほどボランティアの育成という言葉も受けた

のですけれども、現在は40歳以上のボランティア

登録をされている方が対象だということですが、

例えばボランティア部があるような高校生にも対

象を下げるということは考えはありますか、お伺

いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 ボランティアの対象年

齢でございますけれども、今年度から始まった事

業でございますので、当面この40歳以上というと

ころのくくりを置きながら、他のボランティアさ

んともいろいろ意見交換をしながら対象年齢の引

下げ等々も考えていきたいというふうに考えてお

ります。 

○古田純也委員 以上で、質問を終わります。 

○立崎聡一委員長 次、村椿委員。 

○村椿敏章委員 公営企業会計の15ページ、こと

しのまちづくりで言えば21ページなのですが、導

水管敷設替工事について、昨年度から進めている

と思いますが、令和２年度の事業内容はどのよう

になっているのか伺います。 

○吉田憲弘上水道課長 令和２年度の導水管更新

の事業内容についてでございますが、平成31年度

に引き続き、稲富地区の総延長約4,000メートル

の未更新区間のうち、第１、第３水源系の口径

500ミリ、第２水源系の口径400ミリの導水管延長

1,200メートルにおいて敷設替工事を予定してお

ります。 

 事業費としては、工事費２億7,500万円のほ

か、令和３年度の工事に使用する水道用鋼管を調

達するための材料費9,600万円を計上しておりま

す。 

○村椿敏章委員 昨年はたしか500メーター程度

の工事だったと思うのですけれども、今年1,200

メーターと、倍の延長になるのですけれども、発

注時期や工事時期についてわかればお示しくださ

い。 

○吉田憲弘上水道課長 31年度もそうでしたが、

令和２年度についても、導水管の水道用鋼管の発

注を行いまして、秋に鋼管が納入されて秋口から

冬にかけて工事を行うような形になっておりま

す。 

○村椿敏章委員 秋からまた工事が始まるという

ことですね。わかりました。昨年と同じような形

になるということがわかりました。 

 それで、稲富地区の今後の全体の計画はどう

なっているのか伺います。 

○吉田憲弘上水道課長 稲富地区については、今

後令和３年度、４年度において、令和２年度と同
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程度の延長の敷設替工事を行い、水圧試験等の確

認を行った上で令和５年度の供用開始を計画して

おります。４年間の事業費については、計約10億

5,000万円を見込んでおります。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 導水管の整備、大切な事業だと思いますので、

随時進めていただきたいと思います。 

 次に、新型コロナウイルスの影響についてです

が、今回のウイルスの関係で水道料金のほうにも

影響が出ていると思うのですけれども、昨年同時

期と比べてどのような状況か伺います。 

○脇本美三水道部長 新型コロナウイルスの影

響、水道料金への影響という御質問でございます

けれども、コロナウイルスの感染症の流行による

外国人等の観光客の減少や、北海道における緊急

事態宣言を受けて外出や自粛による影響がござい

ます。 

 現在、ちょうど３月の検針のデータの集計が順

次行われている段階でして、全てのデータが出そ

ろっているわけではないのですが、現段階で確認

できたものといたしましては、２月検針日から３

月検針日までのデータの変化につきまして、前年

度同期と比較をいたしますと、一部のホテルで若

干の水量の減少が見られますが、全体としてはお

おむね現段階では同程度となっております。 

 また、小学校、中学校では、市内の中学校でお

おむね平均で９％程度の水量の減少が見られ、市

内の小学校では数％から多いところでは46％の減

少が見られます。これは学校給食の共同調理場を

有する小学校への影響が大きいものと思われま

す。学校関係でいきますと、使用料への影響はお

おむね15万円程度となっております。 

 また、観光施設等におきましては、10％から

20％の減少となっておりまして、影響額について

は料金で８万円程度、これは上水道料金ですが、

８万円程度ということでございます。 

 一方で、休校ですとか活動自粛のことで、御家

庭にお子さんや家族が長くいるということもあっ

て、手洗いやうがいの励行というようなこともあ

りまして、家庭用の水量が増加する要因もあると

思われますけれども、それは限定的であろうとい

うふうに考えています。 

 いずれにいたしましても、今回の検針以降、今

後の使用水量の動向に注視をしてまいりたいと考

えております。 

○村椿敏章委員 これから影響が本格的に出てく

ると考えているということですね。 

 今、ホテルなどへの影響もあるということです

けれども、今の事業者からの支払いを遅らせてほ

しいというような相談などはあったのでしょう

か。それから、あった場合の対応はどのように考

えているのか伺います。 

○脇本美三水道部長 コロナウイルス感染症の影

響で、収入ですとか売上げですとか、そういった

ものが減少して、水道料金等の納入に支障が出る

ような場合のことだというふうには思いますが、

現時点ではそうした相談や問合わせというのはご

ざいません。 

 仮に今後水道料金の納入に遅れが出るけれども

どうしたらいいかとか、そういうような相談が

あった場合には個々の事情に応じて柔軟に対応し

ていきたいと考えております。 

○村椿敏章委員 今回の新型コロナウイルスの影

響はかなり大きいと思いますので、今までにない

ような対応も必要となると思います。ぜひよろし

くお願いしたいと思います。 

 次の質問に移ります。 

 下水道についてです。 

 79ページ、下水道工事の工事請負費４億1,000

万円、そのうちの中で、圧送管の二条化というの

があったと思いますが、この圧送管二条化の全体

的な計画の概要をお示しください。 

○中村昭彦下水道課長 圧送管の二条化につきま

して、本年度より新たに予算計上しているところ

でございます。 

 圧送管を二条することにより、緊急時の漏水や

修繕、メンテナンス時に汚水を止めることなく切

替えをして汚水を流すことができるという利点が

ございます。 

 当市の下水道管の圧送管の総延長は51キロメー

トルあります。マンホールポンプ所間の距離が

500メーター以上、腐食の影響が懸念される圧送

管の延長は37キロございます。この圧送管につい

て、二条化する計画でございます。 

 このマンホール内の内部のはけ口が、腐食して

いることが確認されている箇所や地形で下り勾配

で、硫化水素が発生しやすい幹線管渠である右岸

幹線、呼人幹線、卯原内幹線の約10キロを10年で

優先的に整備をし、その後に残りの27キロを順次

整備を行っていく考えでいます。 
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○村椿敏章委員 二条化というのは、今ある管に

もう１本加えると、それで二条化ということです

よね。 

 それで、今年の事業なのですけれども、今年の

事業については１億9,700万円という金額が出て

いますが、今年の概要について伺います。 

○中村昭彦下水道課長 今年の令和２年度の事業

概要でございますが、二条化する箇所に関しては

卯原内幹線、昨年自転車道路ののり面崩壊を起こ

した箇所付近で、元ドライブインの２３８があっ

たところから、三眺の湖眺橋の麓にある停車帯の

区間を予定しております。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 私も下水道に関わった者として呼人、卯原内、

大切なライフラインですから、職員の方も大変だ

と思いますけれども、早急な整備をよろしくお願

いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 網走港整備特別会計についてであります。 

 まず最初に、歳入はどのようなものがあるの

か、使用料あるいは上屋の料金などについて伺い

たいと思います。 

○梅津義則港湾課長 網走港の歳入科目について

でございますが、用地使用料、上屋使用料、給水

施設使用料、土地売払収入、貸地料がございま

す。 

○村椿敏章委員 それでは、その料金がそれぞれ

どれくらいになるのでしょうか、伺います。 

○梅津義則港湾課長 今年度の決算見込みの数値

になりますが、用地使用料が2,831万1,000円、上

屋使用料が1,787万7,000円、給水使用料が140万

円、土地売払収入が282万5,000円、貸地料が

1,846万4,000円でございます。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 次に、網走港の港湾計画ですけれども、昭和53

年の当初は計画の目標というのは、外貿で50万ト

ン、内貿で1,700万トン、ここから始まっていま

す。昭和63年に目標を外貿80万トン、内貿2,000

万トンまで引き上げました。しかし、その後何度

か下方修正して、平成21年度には外貿20.6万ト

ン、内貿64.6万トンにまで計画を引下げておりま

す。 

 そこで伺いますが、昨年度の計画に対する実績

と利用率はどうなりますか、伺います。 

○梅津義則港湾課長 平成31年１月から12月まで

の１年間の速報値になりますが、外貿におきまし

ては計画20万6,000トンに対しまして実績で約８

万9,000トン、計画の約43.2％、内貿につきまし

ては計画が64万6,000トンに対しまして実績が31

万3,000トン、計画の約48.5％、合計で計画が85

万2,000トンに対しまして実績が約40万2,000トン

で、計画の約47.2％になっております。 

○村椿敏章委員 わかりました。今の現在の利用

率は、半分まで行っていないということがわかり

ました。 

 それでは伺いますが、平成31年度の土地の売却

というのはどれくらいあったのか伺います。 

○梅津義則港湾課長 現時点で平成31年度の土地

の売却実績というのはございません。平成31年度

の収入額としては、以前契約いただいた方の分割

納入がございましたので、その分の282万5,000円

が歳入となっているところでございます。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 今年、令和２年度はどうするのかというところ

だと思うのですが、この会計は土地が売れなけれ

ば成り立たないわけですから、今年の取組、どん

な売却のために努力をされるのか、もし考えがあ

れば伺います。 

○梅津義則港湾課長 先ほども申し上げたとお

り、現時点で購入が決まっている方はいないわけ

でございますが、何件か漁業者などからの購入の

相談はございます。また、再生可能エネルギー関

連の企業からも問い合わせが来ておりますので、

新年度で購入していただけるように取り組んでま

いりたいというふうに考えてございます。 

○村椿敏章委員 すみません、今よく聞こえな

かったのですが、再生可能エネルギーの企業とあ

とどこからの相談があったのでしょうか。 

○梅津義則港湾課長 漁業者でございます。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 漁業者、それから再生可能エネルギーの事業者

から相談があったということですね。 

 それでは、未売却の土地ですが、今現在どれく

らいあるのか、それから赤字という繰上充用金は

幾らになるのか伺います。 

○梅津義則港湾課長 網走港における処分可能な

土地の総面積は22万447平米で、そのうち現在ま

で売却済みの土地の面積が10万1,425平米、今後

売却可能な土地面積は11万9,021平米となってお

ります。差っ引き誤差の１平米については、分割
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登記をした際の調整面積となってございます。 

 仮に売却可能な11万9,021平米全部が、大面積

特例の40％減額で売却した場合の金額は、約13億

4,970万円になります。 

 平成31年度決算の赤字見込額、繰上充用金でご

ざいますが、10億8,152万円の見込みですので、

全部土地が売れた場合には赤字の解消が見込める

状況というふうに考えております。 

○村椿敏章委員 今のところ、差し引きすると若

干の黒字があるということですね。 

 それで、新年度の土地購入が幾つか打診がある

ということですけれども、これについてはどんど

ん進めていただきたいと思います。 

 この網走港整備特別会計についてですが、当初

から計画そのものが大きいということ、それから

当時安藤市長が100年後のことを考えれば大丈夫

だというふうに言っておりましたけれども、しか

しそんな簡単なものではないと思います。 

 そういう意味では、この状況が続いていけば、

第２の能取になりかねないということでありまし

て、非常に危機的な状況も実際は抱えていると考

えます。これから土地売却について、しっかりと

した取組を求めていきたいと思います。 

 次に移ります。 

 次に、能取漁港整備特別会計についてでありま

す。 

 平成31年度の土地の売却が今回の補正であった

と思いますが、件数と面積、金額について伺いま

す。 

○渡部貴聴水産漁港課長 平成31年度の土地の売

却の実績についてでございますけれども、平成31

年度は民間２社への売却がございまして、売却総

面積は１万4,115平米、売却金額につきましては

3,969万4,175円となってございます。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 それでは、平成31年度の一般会計からの繰入額

と、これまでの総額について伺いたいと思いま

す。 

○渡部貴聴水産漁港課長 平成31年度の一般財源

の繰入額につきましては、1,764万円の予算と

なっております。それで、こちらにつきまして

は、今後まだ決算が決まっておりませんので、詳

細はまだ決まっていないのですけれども、現状で

は1,764万円という形になっております。 

 今までの繰入額の総額なのですけれども、こち

らにつきましては26億5,000万円、約なのですけ

れども、となってございます。 

○村椿敏章委員 26億5,000万円、これだけ税金

が投入されているということがわかりました。 

 それで、毎年伺っていますけれども、現在の未

売却地の面積、それから全部売れたとした場合の

金額、今後の売却の見通しについて伺います。 

○渡部貴聴水産漁港課長 まず、現在の未売却地

なのですけれども、能取工業団地におけるそもそ

もの処分可能な土地の総面積、こちら49万6,000

平米、約なのですが、ございました。現時点で、

約43万平米、87％の処分が完了してございまし

て、未売却地につきましては６万2,000平米、正

確に言いますと、６万2,278平米売却可能な面積

が残ってございます。 

 それで、こちらの未売却地を全て売却した場合

なのですけれども、現在の標準の売価3,500円な

のですけれども、こちらを未売却地の面積に掛け

ますと２億1,797万円となります。現状の累積赤

字としての繰上充用金、こちら31年度末見込みな

のですけれども、１億9,905万円となってござい

ます。となりますので、この売却単価3,500円で

売った場合には、約1,892万円の黒字となりま

す。 

 しかしながら、当該団地につきましては、こち

らも大面積の割引がございまして、仮に今年度の

売却の平均単価なのですけれども、こちら2,812

円となってございます。この単価で計算します

と、全て売った場合に１億7,512万円となりまし

て、約2,393万円が赤字として残ることとなって

ございます。 

 最後に、次年度の土地の売却の見込みについて

なのですけれども、現在のところ、引き合いは来

てございません。ただ、既存の団地の着業者から

の買い増し、それから能取のバイオマスがいい例

だと思うのですけれども、全庁横断的な取組をし

た中で、積極的な今後の売却に努めてまいりたい

と思ってございます。 

○村椿敏章委員 わかりました。 

 いずれにしましても、土地が売れなくてはだめ

だということははっきりしております。引き続き

努力をしていただきたいと思います。 

 能取漁港に至る経過は、昨年もお話ししました

けれども、そもそも昭和44年１月に第４種の能取

漁港の指定を受けました。45年８月に起工式が行
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われ、当時は非常に漁業が盛んでした。しかし、

昭和52年に領海の12海里、漁業専管水域200海里

が導入されました。北洋海域からの撤退が余儀な

くされ、漁業を取り巻く状況が一変しました。こ

の時点で能取漁港の展望は失ったと、私たちは

思っており、その当時の私たちは能取漁港をつ

くっても水産加工業者そのものが移転する資金も

なく、移転できないという加工業者の話も聞い

て、これ以上の推進をしてはだめではないかとい

うことを指摘しながら、この開発行為そのものの

中止を求めていました。 

 昭和49年の単年度収支で見ると、1,196万円の

赤字であります。51年には8,893万円ということ

からも、ここで背後地の造成などの開発行為をや

めていれば全く違う状況があったと思います。し

かし、私たち日本共産党以外の政党や議員が推進

を主張しておりまして、港の背後地の開発を続け

てきました。その結果、平成10年度には56億

4,967万円まで赤字が増えていったというのが、

これが能取漁港の歴史であります。 

 繰上充用金という赤字、これがまだ２億円弱あ

るということであります。全部売却したとしても

赤字になるということですが、これまでの経過も

含めて25億4,000万円もの血税をつぎ込んだ会計

は、極めて問題のある会計であるというふうに私

たちは考えております。これからも引き続き土地

の売却について努力していただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 以上で、質問を終わります。 

○立崎聡一委員長 次、近藤委員。 

○近藤憲治委員 それでは、私からは介護保険特

別会計の生活支援体制整備事業についてお伺いを

いたします。 

 これ継続的に取り組まれている事業かと思いま

すけれども、これまでの事業の経過と令和２年度

の事業展開の見通しをお伺いいたします。 

○高橋善彦介護福祉課長 生活支援体制整備事業

におけます事業経過と令和２年度の事業展開でご

ざいますが、平成29年度から社会福祉協議会にお

ける地域福祉会議を第１層協議体に位置づけると

ともに、第２層協議体につきましては地域に既存

する組織をベースとしまして、15圏域で展開する

ことで進めております。 

 現在の実施状況でございますが、15圏域の全て

の地域関係者に対する趣旨説明を終えまして、14

圏域で今後の進め方や課題の抽出などの意見交換

を行っております。 

 令和２年度につきましては、意見交換を行って

いない地域や町内会連合会の未加入、さらには町

内会の空白地域などへの継続的な働きかけと既存

する地域組織とのさらなる協議が必要と考えてい

るところでございます。 

 また、今後におきましても、各地域の実情にあ

わせ、高齢者を支援する仕組みづくりや課題解

決、さらには地域コミュニティーの強化が図られ

るよう地域関係者及び関係機関並びに庁内関係部

署と連携を図り、事業を推進してまいりたいとい

うふうに考えております。 

○近藤憲治委員 今御答弁をいただきましたけれ

ども、各地域で圏域で話をして、これからまさに

具体的な形をつくっていくという段に入っていく

かと思いますけれども、今お話いただいたよう

な、この事業が目指している目的でありますと

か、また具体的な在り方を地域にきちんと落とし

込んで、そしてまた、地域サイドから自発的なア

クションでありますとか、アイデア出しを促して

いく視点というのは極めて重要であると考えてお

りますけれども、新年度の事業遂行に向けての考

え方、そのあたりと関連してお持ちであればお示

しいただきたいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 地域における自発的な

アクションやアイデアの促しといったところでご

ざいますが、この事業の重要な部分であると考え

ておりますので、行政側から押しつけるというよ

うな形ではなく、各地域における課題や社会資源

等をしっかり把握していただき、行政がやるべき

こと、事業者でなければできないこと、地域にで

きることなどを協働により見極めながら自発性を

促していきたいというふうに思っております。 

 また、多様な主体との関わりにつきましては、

国が示している地域包括ケアシステム構築の考え

方であり、現在活発に活動されています大曲地区

を中心とします西地区地域活動推進協議会では、

まさしく住民のほか民生委員はもちろんのこと、

ボランティア団体や地域の民間事業者、介護施

設、日体大高等支援学校、郵便局などで構成され

ているところでございます。 

 ほかの地区につきましても、民生委員や老人ク

ラブ、ボランティア団体に声かけをいたしまし

て、参画をいただいているところでございます。 
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 今後につきましても、地域との意見交換を進め

る中、必要に応じて、他職種連携や様々な主体が

参画した体制づくりを進めてまいりたいと考えて

おります。 

○近藤憲治委員 多様な主体を関わらせてという

部分も既に御答弁をいただきましたので、考え方

としては理解をさせていただきました。 

 静岡県の掛川市でありますとか、道内旭川市、

類似の事例を見ますと、本当に多様な団体、個

人、企業が関わることで、こういった事業がうま

く回っていくという事例が多くございますので、

そこの認識はともにできたということで理解をい

たしました。 

 最後でございますけれども、こういった類いの

事業を推進していくにあたっては、今具体的に取

り組まれている流れを見ていると、コミュニ

ティーセンターでありますとか、住民センターを

地域の困り事の集約と、それから地域住民が支え

合って解決策を生み出していく拠点としていこう

という考え方があるように見受けられますが、そ

ういった地域ごとの情報の共有でありますとか、

また、発信の支援をしていくという視点も併せて

大事だろうというふうに考えております。特に支

援の対象となりますお年寄りというのは、スマホ

を持っていない、自宅にはファクスがない、さら

に言うと、回覧板がなかなか回っていかないとい

うような地域ごとの実情もあるかというふうに思

います。なかなか情報の共有が難しい地域という

のもあるように見受けられますが、市としては防

災で配布しているラジオの活用のほか、さらに細

やかな範囲で情報共有の在り方をモデル的にでも

いいので確立していく考え方も併せて重要だと考

えておりますけれども、新年度の事業の推進にあ

たっての考え方を伺います。 

○高橋善彦介護福祉課長 地域ごとの情報共有と

発信の支援でございますが、これまでも第２層協

議体の中で出された課題や話し合った内容など

を、参加されていない方へ知っていただくため、

チラシを作成し、市の広報誌に地域限定で折り込

み、意見交換の場への参画を促すなど、周知に努

めているところであります。 

 今後におきましても、各地域における情報の共

有や発信は重要であると認識しておりますので、

それぞれの地域に合った方法で情報発信をしてい

きたいというふうに考えております。 

○近藤憲治委員 終わります。 

○立崎聡一委員長 ここで、暫時休憩します。 

午前10時55分 休憩 

───────────────────────── 

午前11時05分 再開 

○立崎聡一委員長 休憩前に引き続き、再開しま

す。 

 質疑を続行します。 

 松浦委員。 

○松浦敏司委員 できるだけ簡潔に行いたいと思

います。 

 初めに、市有財産特別会計についてでありま

す。 

 歳入で借地料930万9,000円、土地建物貸付料

231万8,000円とありますが、主にどういったとこ

ろからの収入なのか伺います。 

○古田孝仁財政課長 市有財産特別会計におきま

す借地料及び土地建物貸付料の内容についてでご

ざいますが、主な内容につきましては、借地料の

ほうにつきましては、駐車場等の民間への貸付け

の部分が３分の２、あと公売用地と官公庁向けに

貸しているものが200万円程度、あと電柱、ＮＴ

Ｔ電話の柱分として20万円程度、その他一時的に

貸付けするものとして35万円程度と見込んでいる

ものでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 次に、平成31年度、令和元年になりますが、調

査件数と結果について伺います。 

○古田孝仁財政課長 31年度の潮見団地の傾きの

調査の件数の件だと思いますが、家屋の調査につ

きましては９月に３軒を実施しております。内訳

といたしましては、区域内のものが２軒、あと隣

接区域のものが１軒を行っております。 

 その結果でございますが、３軒とも傾きの変化

は生じていないことから小康状態が続いていると

いう認識でございます。 

○松浦敏司委員 最近聞くと、安定しているのか

なというふうにも思います。 

 次に、平成31年度の事業の見込みとこれまでの

事業総額について伺います。 

○古田孝仁財政課長 31年度の潮見住宅団地の事

業の見込みでございますが、予定しておりました

移転補償ですとか家屋の修繕、土地、建物の買取

りのほうはございませんで、家屋の傾き調査のみ

行ったところでございます。 
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 これまでの総額といたしましては、昭和59年か

ら平成31年の決算見込みまでの36年間の累計とい

たしましては、24億3,000万円と見込んでいると

ころでございます。 

○松浦敏司委員 大変な額が使われているという

ことであります。 

 次に、要観察地、それから隣接地域というの

は、今後も一定期間はやはり監視していかなけれ

ばならないというふうに思うのですが、その辺で

のお考えを伺います。 

○古田孝仁財政課長 区域内も含めまして、要観

察地域でありましたり、潮見の７丁目の区域であ

りましたり、そちらにつきましては、その時期に

つきましては土地のほうを買い取るというような

もの、あとランクに応じて補償するものといろい

ろ区分けがされておりますが、その時期につきま

しては、それぞれ皆さんの生活がございますの

で、それぞれに合わせながら、御要望、時期に合

わせて対応してまいりたいと考えているところで

す。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 市有財産特別会計というのは、本来であれば利

益を上げるような会計でもあるかというふうに思

うのですが、この潮見住宅団地の軟弱地盤の問題

というのはそもそもの始まりが市が分譲した土地

の一部のところで、とりわけ、今地盤沈下してい

るところというのは、本来住宅地ではなくて公園

用地というふうにして、当初そこは使わないとい

うことだったのですが、そこを結果としては埋立

てをして、その前段の調査というのが十分なされ

ていなかったのであろうと思いますが、結果とし

てそこを分譲地として売り出したということで、

その結果、家を建てたけれども、それが数年後に

は夢が崩れるような出来事ということで家が傾

き、壁にひびが入り、そこに住むことさえできな

いという家が次々と現れたというようなことで、

非常に入居者にとっては大変な思いだったという

ふうに思います。そういう意味では、市の責任は

重大だというふうに言わざるを得ません。 

この間、24億3,000万円を超える巨額のお金を

投入して対応してきたのは、これはもう補償する

という点ではやむを得ないし、それは当然のこと

だというふうには思います。今後とも被害に遭っ

た市民への丁寧な対応が求められているというふ

うに思います。 

 私どもは、この補償するという点でのお金の使

い方については賛成できるわけですけれども、し

かし、やはりそもそもの、私が述べたように、そ

もそもの始まりが大変大きな問題を抱えていると

いうことで、これまでも反対をしてきたわけであ

りますけれども、いずれにしてもそういった問題

のある会計だということを指摘しておきます。 

 次に移ります。 

 国民健康保険特別会計です。 

 2018年度から都道府県化がスタートして２年が

たちました。国は毎年3,400億円の公費の投入を

行っております。昨年と同様に国保料の法定減額

適用者数に応じて、自治体に配分する低所得者に

1,664億円、自治体の責めによらない要因に対応

する財政調整機能への800億円、高額医療費に対

する財政リスクの分散軽減に60億円を計上してい

ます。財政安定化基金は2018年度から積立総額が

2,000億円となり、2020年度も維持されているよ

うであります。骨太2019年には、自治体の法定外

繰入削減や保険料徴収強化の努力が足りない場合

に備えて、自治体への交付金の減算、つまり罰金

的な措置が必要だというふうに明記しました。 

このようなやり方は到底許されるものではない

と、私どもは考えます。 

 そこで、質問に入りますが、まず最初に、予算

書の歳入で保険料が前年度より268万8,000円のマ

イナスの予算となっておりますが、その理由につ

いて伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 令和２年度の保険料の

減額の理由についてでございますが、令和２年度

の国民健康保険料の保険者数について、平成31年

度と比較して人数で785人、世帯で107世帯減の

7,812人、4,770世帯と見込んで試算しており、被

保険者数等が減少したことにより保険料も減額に

なると考えております。 

○松浦敏司委員 人口減少もありますし、加入者

が減っていくというのはわかりました。 

 次に、高過ぎる国保料とずっと言われ続けてお

りますけれども、昨年も賦課限度額が上がりまし

た。３万円ほど上がったと思いますが、今年も上

がりそうで心配をしているのですが、多分６月議

会に提案されるのかと思いますが、今のところの

見通しについて伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 国民健康保険料の法定

賦課限度額につきましては、現在の合計96万円か
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ら令和２年度に医療分を２万円引上げして63万

円、介護納付金分は１万円引上げして17万円にな

り、合計３万円引上げで総額99万円になることが

国の政令で決定されております。 

 当市では、低所得者層、中間所得者層の負担を

軽減する目的で、平成17年度から法定限度額と同

額となるよう条例改正しており、令和２年度にお

きましても、５月に開催予定の国民健康保険事業

の運営に関する協議会において、平成31年度決算

状況、平成31年の所得状況などをお示しした上で

御審議いただき、その結果をもって条例改正案を

提出したいと考えております。 

 なお、限度額となる世帯の所得につきまして

は、厚生労働省が平成29年度全国平均保険料で試

算した結果では、４方式で所得で900万円以上と

なっております。当市ではおおむね360世帯が該

当するものと考えており、３万円引上げにより約

1,000万円ほど保険料が増えるものと考えており

ます。 

○松浦敏司委員 およそ100万円になると、介護

保険も含めるとということで、大変重たい保険料

だということであります。一定程度の所得がある

方は賦課限度額に耐えられるというふうに思いま

すが、ぎりぎりそこに到達した所得層の人にとっ

ては非常につらい、重たい保険料になるというふ

うに思います。 

 これまでも私どもは指摘をして、一定の所得の

ある方はある程度上がっても、それは全く問題は

ないわけですけれども、今問題なのは高額所得に

よって賦課限度額が上がることによって平準化す

るということで、そういった効果は当然あるのだ

というふうに思いますが、結果として一番この中

でしわ寄せが来るのが、いわゆる軽減のない層、

中間層と言われる人たちが、やはり収入の割には

負担が重いと、こんなふうに私どもは思うのです

が、原課としてはどんなふうにお考えでしょう

か。 

○江口優一戸籍保険課長 当市の実際に滞納され

ている方の状況等を見ますと、平成30年度におい

ては、滞納世帯は548世帯となっており、総世帯

数の９％となっております。また、所得が150万

円以下の滞納世帯が320世帯で、滞納世帯全体の

58.4％を占め、所得が300万円以下となります

と、464世帯で全体の84.7％を占めている状況に

なります。以上からも、やっぱり低所得者に対し

ての滞納率が高いということで、それぞれの世帯

においては負担が高いというふうに考えておりま

す。 

○松浦敏司委員 軽減策がない層の人たちはやは

り大変だというふうに思います。 

 その意味でも、やはり国民健康保険という名前

がついているわけですから、やっぱり国がもっと

ここに国費を投入するというふうにしなければ保

険料は下がらない。協会けんぽは事業者負担とい

うのがありますから、そこで折半するということ

ですけれども、国保はそれがない。ないのであれ

ば、国がその分を出すと。だから、国民健康保険

という名前がつくのだろうというふうに私は思い

ます。 

 地方公共６団体なども国に対して１兆円規模の

国費投入を求めているのは、やはり協会けんぽ並

みにするためには、国が１兆円投入しないとでき

ませんと、そういうことを求めているのだろうと

いうふうに思います。それはそれ以上課長に言っ

ても答えようもありませんから、これは私の意見

です。 

 次に移りますが、現在の基金残高について伺い

ます。 

○江口優一戸籍保険課長 令和２年２月末現在で

の国民健康保険事業準備基金の残高は、２億

5,988万円となっております。 

○松浦敏司委員 今年、国保料が改定になるとい

うことでありますから、この基金の一部はやはり

一定程度保険料の引上げを抑えるために使ってい

くべきだというふうに思うのですが、おおよそで

いいのですが、どの程度使う予定なのか伺いま

す。 

○江口優一戸籍保険課長 令和２年度の国保料の

決定はこれから決まることでございますが、一応

資産割につきましては令和２年度も減額、段階的

に減額するという方向で考えております。 

 そのときに、資産割を現在平成31年度よりもさ

らに下げた場合を試算した結果、ほかの保険料を

なるべく上げないでやったときに、大体2,000万

円ほど不足するのではないかというふうに試算な

りましたので、令和２年度におきましては、基金

から当初から2,000万円を繰り入れをするという

形で当初予算を組んでおります。 

○松浦敏司委員 とりあえずわかりました。 

 次に、収納率と滞納状況と差し押さえの状況に



 

－ 207 － 

 

ついて伺いたいと思います。 

○江口優一戸籍保険課長 過去３年間の収納率の

推移でございますが、平成28年度の現年度分は

94.56％、滞納繰越は20.07％、合計84.61％、平

成 29 年 度は 現年 度 が 95.04 ％ 、滞 納繰 越 は

19.37％、合計84.71％、平成30年度の現年度は

95.46％、滞納繰越は22.90％、合計85.26％。現

年度分につきましては、過去３年間、毎年収納率

は向上しております。 

 滞納者の状況につきましては、先ほどちょっと

一部御説明しましたけれども、滞納世帯では平成

30年度におきましては、滞納世帯が548世帯、総

世帯の９％となっております。 

 また、差し押さえの件数でございますが、平成

28年度は151件、平成29年度は163件、平成30年度

は180件となっております。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 それで、現年度の収納状況というのは微増に

なっていっていると、その辺の努力はわかりまし

た。 

 差し押さえも30年では180件ということであり

ますが、主に差し押さえたものというのはどう

いったものでしょう。 

○江口優一戸籍保険課長 平成30年度の差し押さ

えの内訳でございますが、預貯金が101件、自動

車税還付金が５件、国税還付金が34件、生命保険

金解約返戻金が14件となっております。 

○松浦敏司委員 そういう意味では、生活費を

削って納めるというようなことでなく、一定程度

の支障のない、暮らしに支障のない部分で差し押

さえたというふうに捉えさせていただきます。 

 次に、健診助成事業について、その内容につい

て伺いたいと思います。 

○江口優一戸籍保険課長 令和２年度の健診助成

事業1,737万円の内訳でございますが、人間ドッ

クへの助成金、これは単価２万4,000円を250人分

で600万円、脳ドックへの助成金、単価２万4,000

円の350人分で840万円、合計1,440万円。このほ

かにミニドックにおける各種がん検診への助成金

として297万円、合計1,737万円となっておりま

す。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 非常に健診というのは大事なものだというふう

に思いますので、引き続き努力をしていただきた

いと思いますが、次に特定健診についてでありま

す。 

 先ほど他の委員からも質問があったかと思うの

ですが、特定健診の受診率について、全国、全

道、それから当市の状況について、わかればお示

しいただきたいと思います。 

○江口優一戸籍保険課長 当市の特定健診の受診

率の推移でございますが、平成28年度は25.4％、

平成29年度は23.4％、平成30年度では25.1％と

なっており、前年度から1.7ポイント向上してお

ります。 

 北海道平均につきましては、平成28年度で

27.6％、平成29年度で28.1％、平成30年度で

29.5％となっております。 

 全国平均につきましては、平成28年度で

36.6％、平成29年度で37.2％、平成30年度で

37.9％となっており、平成30年度は、多少上がり

ましたけれども、まだ全道、全国と比べまして低

い状況にあります。 

○松浦敏司委員 なかなか伸び悩みといいます

か、この辺それなりに原課としては努力をしてい

るのだろうと思うのですが、なかなか上がらない

というのは、これはいわゆる市民がこの特定健診

についての認知がまだ足りないと、こんなふう

に、そんなことからなかなか上がらないというふ

うに捉えていいのでしょうか。 

○江口優一戸籍保険課長 特定健診の受診率向上

のための取組としましては、４月末に全被保険者

に受診券を送付し、受診に対する案内を行ってお

ります。また、５月の市の広報誌で特集号を組ん

で周知を図ったり、また、健診のための勧奨はが

きを今まで送っておりました。また、平成28年度

からは網走健康マイレージを始めまして、健診に

対する取組を行っております。 

 令和２年度につきましては、先ほど古田委員の

質問にもお答えしましたけれども、国保連の事業

に参加して新たな勧奨を行っていきたいと考えて

おります。 

○松浦敏司委員 どうしても国保の加入者という

のは職業が農業、漁業、あるいは自営業というの

が大半なのと、あとは年金生活者なわけですけれ

ども、どうしても受診に行き忘れるといいます

か、行けなくなってしまうというのはやっぱり自

営業とかそういった人が多いのだろうなというふ

うに思います。農家でいえば春先は忙しいとい

う、漁業者もそうですね。そういった点でなかな
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か苦戦している理由の一つにそういったことがあ

るのかなというふうに思います。そういった点で

は、網走なりの特徴があるのだろうというふうに

思いますので、そういった人たちが来れるような

周知の仕方、あるいは何らかの方策というのを検

討していく必要があるかなというふうに思いま

す。 

 次に、保険料の資産割について、先ほど若干答

弁があったかというふうに思いますが、新年度で

は資産割について加算するのは最後の年度となる

かと思うのですが、どのような負担割合になるの

か改めて伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 資産割についてでござ

いますが、平成30年度の第１回網走市の国民健康

保険事業の運営に関する協議会において、資産割

は段階的に削減後廃止すべきとの答申を受け、平

成31年度、令和２年度で段階的に削減し、令和３

年度で廃止する予定となっております。 

 平成31年度では、医療分の資産割を平成30年度

の30.8％から20％に削減しており、令和２年度に

おきましては運営協議会の答申をもってとなりま

すが、10％に削減する予定となっております。 

○松浦敏司委員 わかりました。資産割は来年、

令和３年度からはなくなるということになるのか

なというふうに思います。 

 次に、短期証、資格証についてであります。 

 まず初めに、コロナウイルスに関わって伺いた

いと思うのですが、国保加入者の多くは年金生活

者、自営業者、農業、漁業の方々だというふうに

思います。今問題になっておりますコロナウイル

スの関係で、国保加入者の中でいつ感染するかわ

からない情勢にあるというふうに思います。そこ

で、短期証の方で窓口で止め置きしている方が一

定数あると聞いておりますが、いざというときに

はこれに対応するために、やはりコロナウイルス

に対応するため、直ちに短期証の方々には保険証

を送付すべきだと考えますが、どのように対応を

しているのか伺います。 

 また、資格証の方々への対応は、国も対応をす

るように言っておりますけれども、その辺につい

ても伺いたいと思います。 

○江口優一戸籍保険課長 ２月から４月の３カ月

短期証につきましては、現在税務課で未納者との

接触を図るために市役所窓口まで取りに来ていた

だく方で、３月９日現在でまだ取りに来てない方

が35名おりましたが、今回のコロナウイルスがオ

ホーツク管内でも発生したという状況を鑑みまし

て、３月13日付で全員の方に郵送で送付しており

ます。 

 また、資格証につきましては、令和２年２月28

日付厚生労働省保健局国民健康保険課長から発出

された「新型コロナウイルス感染症に係る帰国

者・接触者外来の受診時における被保険者資格証

明書の取り扱いについて」において、帰国者・接

触者外来を設置する保健医療機関及び帰国者・接

触者外来において交付された処方箋に基づき療養

の給付を行う保険薬局にあっては、国民健康保険

の被保険者が帰国者・接触者外来を受診した際

に、資格証明書を提示した場合は当月月の療養に

ついては当該資格証明書を被保険者証とみなして

取り扱うこととされており、医療機関において適

正に対応されるものと考えております。 

○松浦敏司委員 国もそういった方法をとってい

ると、それから短期証ももう既に送付したという

ことで大変その辺は評価したいというふうに思い

ます。 

 次に、国保加入者の自営業者は、とりわけ前段

の議論も行われておりましたけれども、相当な打

撃を受けているというのは間違いありません。売

り上げの８割、あるいは９割落ちているというよ

うなこともありまして、この方々への対応という

のが必要になってくるだろうというふうに思いま

す。保険料をもう既に完納している人たちにとっ

てみれば、７月から新たな保険料の支払いが始ま

りますが、いずれにしても当面売り上げが回復す

るのには相当時間がかかるのだというふうに思う

のですが、私はこの対応として減免制度の緩和と

いいますか、そういった形で救済する必要がある

のではないかというふうに思うのですが、見解を

伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 保険料、コロナウイル

スの発生に伴う保険料等の減額、あるいは減免等

のことについてでございますが、令和２年度の国

保料につきましては、前年所得、平成31年所得を

用いまして算定されます。ですので、今年になっ

てから発生した新型コロナウイルスの影響によっ

て所得が減少したとしましても、令和２年度の国

保料には反映されないこととなります。 

 また、当市の保険料減免制度においても、こう

いう病気等の発生によって減免をするという規定
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はございません。しかしながら、現在厚生労働省

から新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応

策として、様々な内容が発出されているところで

あり、また、今後も感染の状況に伴い、地域経済

及び世界経済の動向を十分注視し、必要な対策は

ちゅうちょなく講じていくとされておりますこと

から、今後も情報収集に努め、具体的な対応策等

が発出されましたら、迅速に対応してまいりたい

と考えております。 

○松浦敏司委員 今答弁にあったとおりだとは思

うのですが、やはり私が言いたかったのは、減免

制度はあるということだけれども、いわゆる今年

に入って収入が激減しているわけですから、昨年

の保険料で、昨年の収入によって保険料は確かに

計算されるのだけれども、それをまともに払えと

言われれば、加入者によってはそれができない場

合があるというようなことなので、そういう対応

をする必要があるのではないかというふうに主張

したわけです。 

 国のほうでもそういった方向がありますので、

そのことにも期待はしたいと思いますが、私はや

はり柔軟な形でそういう方々への相談に乗って保

険料の支払いの方法についても含めて、月々の支

払いについても払いやすいような方法にするなど

の努力は必要かというふうに思います。 

 次に移ります。 

 後期高齢者医療についてです。 

 ２年に一度保険料が見直されるわけですけれど

も、新年度がその年になるというふうに思います

が、令和２年度の保険料については、既に後期高

齢者医療の道のほうで決定しているかと思います

が、どのようになるのか伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 後期高齢者医療の保険

料額の算定につきましては、北海道後期高齢者医

療広域連合で２年ごとに料率の改定を行ってお

り、令和２年度は令和２年度及び３年度の２年分

の保険料率となります。 

 令和２年度、３年度の料率等につきましては、

所得割は前年度10.59％から0.39ポイント増の

10.98％、１人当たりの均等割額は前年度５万205

円から1,843円増の５万2,048円となっておりま

す。また、限度額につきましては、前年度の62万

円から２万円増の64万円となっております。 

 広域連合で算定した数値によりますと、１人当

たりの平均保険料額は９万4,632円で、前年度保

険料と比較して3,319円増となっております。 

○松浦敏司委員 また上がりました。 

 それで、次に保険料の軽減については、以前の

軽減率が変更になっているというふうに聞きます

が、どのように変わったのか伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 保険料の軽減につきま

しては、令和２年度の軽減対象者ですが、平成29

年度から保険料軽減特例の見直しにより、均等割

の軽減が変更され、平成31年度の８割軽減から令

和２年度は７割軽減になっております。また、平

成31年度で8.5割軽減だった方は令和２年度で

7.75割軽減となっております。 

 ５月以降に所得が確定しなければ正確な人数は

把握できませんが、当初予算の段階では７割軽減

及び7.75割軽減は約2,670名、５割軽減は約820

名、２割軽減は650名と見込んでおります。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 ７割軽減とか2,670名でしたか、７割と7.75割

がそうだったと。５割が820名というようなこと

でありました。 

 いずれにしても、後期高齢者医療というのはや

はり高齢者にとっては非常に負担が重いというこ

とだというふうに思います。わかりました。 

 次に、特定健診についてでありますが、どのよ

うな数字になっているか伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 後期高齢者の特定健診

につきましては、平成28年度では13.67％、平成

29年度では14.08％、平成30年度は13.45％と、前

年度から0.63ポイント下がっております。ちなみ

に、全道平均でいきますと、平成28年度は

13.74％、平成29年度は13.92％、平成30年度は

14.24％。全国になりますと、平成28年度で

28.0％、平成29年度は28.8％、平成30年度は速報

値でございますが、29.4％となっております。 

○松浦敏司委員 ここでもやはり当市あるいは全

道等も、全国平均からすると相当低いということ

であります。何らかの要因があるのだろうという

ふうに思います。この辺でも引き続き、健診率を

引き上げるために努力をする必要があるかと思い

ます。やはり早期発見、早期治療というのが何よ

りですから、その辺での努力が必要かと思いま

す。 

 次に、短期証、資格証、差し押さえの状況につ

いて伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 後期高齢者医療の資格
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証につきましては、医療機関等への受診機会の確

保から交付は行っておりません。 

 ６カ月ごとの短期証の交付件数は、平成29年４

月１日現在で19件、平成30年４月１日現在で20

件、平成31年４月１日現在で18件となっており、

直近の令和２年３月１日現在では18件となってお

ります。 

 次に、差し押さえにつきましては、平成28年度

で６件、平成29年度で７件、平成30年度は11件と

なっております。 

○松浦敏司委員 それで、この差し押さえという

のは、どういったものであるのか伺います。 

○江口優一戸籍保険課長 平成30年度の差し押さ

え件数11件の内訳につきましては、預貯金が９

件、国税還付金が１件、生命保険解約金が１件と

なっております。 

○松浦敏司委員 わかりました。いずれにして

も、そういう状況にある人がいるということであ

ります。 

 後期高齢者医療制度そのものがやはり75歳以上

の高齢者だけを対象として、いわゆる差別的な医

療をするというふうに言われております。こう

いった制度というのは世界でもまれな制度だとい

うふうにも言われております。それがゆえに一度

は廃止するということが決まったわけであります

けれども、いまだに続いているという制度で、大

変大きな問題があるというふうに思っております

し、高齢者にとって安心して医療にかかれるとい

うような状況にならない、こんなふうな問題点が

あるのだろうというふうに思います。 

 最後に、介護保険について伺います。 

 今年が第８期の策定が始まるというふうに思い

ますが、この第８期のスケジュール感についてど

のように進めていくのか、また策定委員の構成メ

ンバーはどのような構成になるのか伺います。 

○高橋善彦介護福祉課長 第８期介護保険事業計

画策定に向けた取組でございますけれども、令和

３年度から令和５年度までを計画期間とする第８

期介護保険事業計画につきましては、令和２年度

より本格的な策定作業に着手することとなってお

ります。 

 計画策定にあたりましては、網走医師会や薬剤

師会推薦の保健医療関係団体、老人クラブ連合会

や社会福祉法人の推薦の福祉関係団体、学識経験

者、さらには市民公募の被保険者代表で構成しま

す計画策定委員会を設置しまして、高齢者が住み

なれた地域で安心して暮らせるよう制度の改正点

及び課題を、課題整理を含め議論をしてまいりま

す。 

 ４月に委員会を設置しまして、４回程度の会合

によりまして、原案を作成し、介護報酬単価が国

により示される令和３年１月以降に３カ年の保険

料を算定しまして、３月には最終的な計画内容を

お示しできるよう進めてまいりたいと考えており

ます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 次に、さっきの委員も質問していた部分がある

かもしれませんが、予算書209ページの高齢者等

さわやか収集事業でありますが、これは930万

3,000円ということで、平成30年度の決算では457

万5,000円、平成31年度の予算では741万1,000円

となっております。金額が大きく伸びております

が、その要因についてと、またこの事業はどうい

う業者が行っているのか伺います。 

○高橋善彦介護福祉課長 高齢者等さわやか収集

事業における事業費の増加というところでござい

ますけれども、事業費につきましては利用者が増

えているというところもございますけれども、地

域に、担い手に関しましては地域シルバー人材セ

ンターの会員が、今主に担っているところでござ

います。ただ、シルバー人材センターの会員がい

ないというところもございまして、迅速にサービ

スの提供ができない事例に対応するため、町内会

ですとか民間事業所を活用しまして、サービス提

供している状況で、この分が増額となっている状

況でございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 次に、議案第12号の関係でありますけれども、

これは拡充事業として介護保険料の負担軽減とい

うことで、65歳以上の低所得者の介護保険料の軽

減ということでありますが、12号を読ませていた

だいたのですが、なかなかよくイメージが湧かな

いので、ちょっとわかりやすく説明していただき

たいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 介護保険料の負担軽減

強化でございますけれども、こちらにつきまして

は平成27年度から消費税の増税等によりまして、

低所得者の保険料軽減強化が図られてきたところ

でございます。令和元年10月に消費税率10％へ引

上げられたことから、低所得者に対する令和２年
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度の介護保険料を減額するために、今回介護保険

の条例の改正を行うものでございます。 

 低所得者に対する介護保険料の軽減割合の拡大

につきましては、介護保険法等の改正に伴いまし

て、給付費の５割とは別枠で、消費税を財源とし

ます公費投入により平成27年度から一部実施され

ているところでございますけれども、先ほど申し

ましたとおり、昨年10月に実施されました消費税

の10％引上げによりまして、平成31年度に続きま

して令和２年度におきましても、さらなる軽減措

置が図られるところでございます。 

 内容につきましては、所得段階が１段階から３

段階である低所得者の軽減割合を変更し、介護保

険料のさらなる軽減を行うものでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 それで、次にサービス医療に伴う負担割合につ

いて、３割負担、２割負担について、どれぐらい

になっているのか伺います。 

○高橋善彦介護福祉課長 第１段階から第３段階

の人数ということでお答えさせていただきたいと

思います。 

 第１段階の対象人数でございますが、2,284人

でございます。第２段階につきましては1,132

人、第３段階につきましては944人、合計4,360

人ということで見込んでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 いよいよ第８期の作成作業が始まるわけですけ

れども、現在の基金の残高はどれぐらいになって

おりますか。 

○高橋善彦介護福祉課長 平成31年度決算が確定

しておりませんので、平成30年度末で約１億

7,700万円の基金残高となっております。 

○松浦敏司委員 この一部を当然使って保険料が

一定程度抑えるように、多分考えているのではな

いかと思うのですが、この基金というのは本来余

り残らないほうがいいのだろうというふうに私は

思います。介護サービスがしっかり受けられてい

れば、これほど基金というのは残らないのだろう

というふうに思うのですが、望ましい姿としてこ

の基金というお金ができるだけ少なく収まるほう

がいいというふうに私は思うのですが、原課とし

てはどのようにお考えでしょう。 

○高橋善彦介護福祉課長 基金の残高でございま

すけれども、様々な給付費の減少ですとか、そう

いったところもございますので、自然に基金が増

えていくといった面もございますので、そういっ

たところで考えているところでございます。 

○松浦敏司委員 なかなか答えづらいと思うので

すが、本来しっかりとサービスを受ければこれほ

ど残らないのだろうなというふうに思います。 

 次に、第８期の策定委員会が行われて新しい計

画ができていくわけでありますが、介護保険の非

常に一番の矛盾は一生懸命頑張ってたくさんの施

設やあるいはサービスを行えば、それが全て保険

料にはね返ってくるという、これが最大の弱点だ

というふうに思うのです。そういう意味では、国

がやはり、国保でも言いましたけれども、国が本

来果たすべき役割、老人保健の時代は半分国が

持っていたのが、介護保険になって４分の１に

減ったわけですから、こういうことをするから地

方や、あるいは加入者に負担が重くのしかかるの

だというふうに思うのです。こういうことで、今

はもう既に高齢者の皆さんから介護保険料が高過

ぎるという声が悲鳴のように上がっております。 

これ以上上げられたら困ると。確かに介護保険

が始まったときからすると、中間の当時は第３段

階と言っていたのですが、それがもうほぼ倍ぐら

いの金額にまでなってきているということで、そ

れはやはり加入者にとっては大変な負担だという

ふうに思うのですが、私はもっと国が責任を果た

すべきだというふうに思うのですが、この辺での

見解を伺います。 

○高橋善彦介護福祉課長 こちらにつきましては

サービスの精査ですとか、基金の活用などを含め

て保険料の抑制に図っていきたいというふうに考

えております。 

○松浦敏司委員 私の言いたいのは国が責任を

もっと果たすべきでないかという点で、原課とし

て多分そういうふうに強く思っているのだと思う

のですが、その辺でのお考えを伺えればと思うの

ですが、いかがですか。 

○桶屋盛樹健康福祉部長 その辺の部分につきま

しては、いろいろ考えがあろうかと思いますけれ

ども、今後も国の動向を注視しながら要望すると

ころは要望するというようなことも含めて考えて

いきたいというふうに思います。 

○松浦敏司委員 いずれにしても、国の責任は重

いのだろうというふうに思います。 

 大変な事業でありますけれども、高齢者にとっ

ては非常に大事な制度だと私も思います。思いま
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すけれども、余りにも保険料の負担が重い、それ

から認定になっても医療にかかるとすれば２割負

担、あるいは３割と、こういうことで、非常に高

齢者にとっては重たい状況になっている、結果と

して問題のある制度になってしまっているという

ことは私は残念でならない。そのことを述べて、

私の質問を終わります。 

○立崎聡一委員長 ここで、昼食のため休憩しま

す。再開は、午後１時とします。 

午前11時57分 休憩 

───────────────────────── 

午後１時00分 再開 

○立崎聡一委員長 休憩前に引き続き、再開しま

す。 

質疑を続行します。 

平賀委員。 

○平賀貴幸委員 予算説明書の194ページ、介護

保険について伺っていきます。 

 まず、歳入のところですけれども、まず介護保

険料2,400万円の減の予算になっていますけれど

も、この要因について伺いたいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 介護保険料の収入の減

少でございますけれども、条例改正案をお諮りし

ているように、低所得者の保険料軽減が強化さ

れ、一般会計より保険料軽減分として4,097万

1,000円の繰入れがございます。繰入分を反映し

ますと、第１号被保険者の増加もございまして、

1,675万8,000円の収入が増となるところでござい

ます。 

○平賀貴幸委員 理解させていただきました。 

 傾向としては今後もこういう形で続いていくよ

うになるのでしょうか。今回そういったものがあ

るから今回だけの発生という形に、状況というふ

うになるのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 保険料の負担軽減につ

きましては、今後も続くという見込みでございま

すので、こういった傾向になるということで想定

しております。 

○平賀貴幸委員 軽減があるということは、利用

者さんの負担にとってはいいのですけれども、財

政には一定の影響が出てくるというふうに思うと

ころです。 

 一方で、繰入金についてですけれども、失礼し

ました。まず、その前に国庫支出金、それから道

支出金、それから、支払基金の交付金、10ページ

にありますけれども、これらは基本的には総額と

して増額となっているのですけれども、これも傾

向としては増額の状況で続くというふうに見込ま

れているのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 介護認定者の増加等に

より保険給付は増えていますことから、交付割合

が介護保険法で決められている国庫支出金、道支

出金、支払基金についてなど、増となる見込みと

考えております。 

○平賀貴幸委員 196ページには繰入金があるの

ですけれども、こちらのほうは8,700万円の増加

となっておりますが、212ページを見ますと基金

の積立金が430万円ほどありますので、実質は

8,300万円ほどになるというふうに見ていいのだ

というふうに思いますけれども、この繰入れにつ

いては、他会計繰入れも、それから基金からの繰

入れも含めて、これも増加傾向に今後なるという

ふうに考えていいのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 繰入金の約8,700万円

の増加ですけれども、内訳としましては一般会計

繰入金で低所得者保険料軽減分などとしまして

3,700万1,000円の増となっております。 

 基金繰入金は第７期計画におけます介護保険料

の抑制分として昨年に比べ5,038万円の増加と

なっているところでございます。ですので、低所

得者保険料軽減分が続くというような形を考えま

すと、こちらも増えていくところが予想されると

ころでございます。 

○平賀貴幸委員 そういう形でして、基金のほう

がどうなっていくのかが、やはり気になるところ

ですけれども、先ほどの質疑の中では１億7,700

万円現在あるというふうに現時点では認識されて

いるということでありました。一方で、これから

介護保険の改定も国のほうで、恐らく今年の５月

の国会で審議されるのだと思います。 

 当初、介護保険料の負担を30歳に引き下げるだ

とか、あと所得基準の中に不動産などの資産にも

入れていくですとか、多床室料の自己負担を増や

すとか、いろいろ増やす部分がかなりあったので

すけれども、恐らく消費税の関係でこの辺は見送

られることになるのだろうというふうに思いま

す。ただ、所得の高い方々、特に入所施設の方々

の自己負担というのは恐らく結構増えるのだろう

なというふうに、現在の状況だと見ているところ

ですので、その辺を含めて注意をしていかなけれ
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ばいけないなというふうに思いますけれども、第

７期の際には基金、たしか１億円を取り崩して充

当することで介護保険料の負担の軽減に当たって

きたのだというふうに思います。これから第８期

については議論されていくということで、先ほど

スケジュール感についてもお話あったところです

けれども、同規模の基金投入が果たして第８期に

おいて可能なのか伺いたいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 第８期計画での基金と

いうことでございますが、平成31年度決算及び令

和２年度決算状況にもよるところですが、予算ど

おりの執行でございましたら１億円程度は残るの

ではないかということで試算をしているところで

ございます。 

○平賀貴幸委員 残るということは、何とか１億

円もし入れるとなれば入れるだけのお金はあるの

だというところだと思いますけれども、そうする

と介護保険が８期で終わるわけではないので、そ

の後のことがやはり心配になってきます。この基

金の額を一定程度確保しておくことも介護保険の

制度の仕組みは今の仕組みであるならば、私は先

ほどの議論とちょっと違っていて、一定程度基金

は持っていなければいけないというふうに思うの

ですよね、今の制度で続くのであれば。大体１億

円ぐらいをキープしながら改定期に投入していく

ということは最低限やっていかないと、なかなか

利用する方の自己負担は抑制できないと思うので

すけれども、その辺についての見通しはいかがで

しょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 基金の残高でございま

すけれども、給付費などの状況等もございますの

で、基金が当然残高があるにこしたことはないと

思っておりますので、そういったところサービス

見込みですとか、そういったところを注視してい

きたいというふうに考えています。 

○平賀貴幸委員 そうすると、予算書の194ペー

ジにある保険者機能強化推進交付金、これは今回

は比較増減で減額の予算になっていますけれど

も、ここをどう増やしていくのか。つまり、これ

は2018年から始まった事実上の財政インセンティ

ブの予算ですので、国が示している様々な指標を

クリアしていくですとか、今やっていないサービ

スを実施できるようにしていくことで増えていく

ので、ここを増やしていくことも含めて第８期の

介護保険計画については取り組んでいただきたい

と思うのですけれどもいかがでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 おっしゃるとおり、保

険者機能強化推進交付金ですけれども、介護予防

ですとか、そういった事業が様々保険者としてや

るべきこと等々乗っていますので、そういったと

ころを捉まえてこちらの交付金が、算定基礎とな

る補助金が当たるような形、交付金が当たるよう

な形で考えていきたいというふうに思っていま

す。 

○平賀貴幸委員 国もこの部分には力を入れてい

て、恐らく予算よりも多い金額が多分補助入って

くるのだろうなというふうに、国の動向を見てい

ると思います。そこを含めて捉まえながら、ここ

はやっていくということだと思います。気をつけ

なければいけないのは、地域の実態と合うかどう

かというところもひとつポイントになりますの

で、できるだけ合うものについては積極的に行っ

ていく、特にＢ事業といいますか、ボランティア

を兼ねたものについてどう取り組むかということ

が一つのポイント、たしか全国ではまだ10％ぐら

いしかそれをできてないという数字が出ていまし

たので、ぜひ積極的に取り組んでいただきいとい

うふうに思います。 

 次の質問に移らせていただきます。 

 買い物リハビリについてです。209ページです

ね。 

 先ほども送迎車の空き時間、デイサービスを利

用してというふうに話がありましたけれども、も

う少しちょっとスキームをわかっておきたいので

すけれども、運転手さんと支援する方といるのだ

と思うのですけれども、どんな人の配置で実施さ

れる考え方なのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 買い物リハビリ事業で

ございますけれども、こちら通所介護事業所所有

の送迎車両を通所介護事業所の職員が運転をし、

送迎をするものでございます。 

 また、送迎時にはボランティアを活用しまし

て、乗降の介助や店内の付添い、見守りを行うと

いうようなことで考えております。 

 また、店内では作業療法士によります、買い物

前の軽体操や買い物時の付添支援をするととも

に、利用者の身体状況を把握しながら適切なマネ

ジメントに役立つよう、担当する地域包括支援セ

ンターとも連携を図っていきたいというふうに考

えております。 
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○平賀貴幸委員 運転手さん以外にはボランティ

アの方がいらっしゃる、それから、降りたところ

では作業療法士さんがいらっしゃるということで

わかりましたが、ボランティアさんはその間、買

い物している間は何をしているのかといいます

か、一緒に作業療法士さんに付き添っていくの

か、待っているものなのか、どういう動きになる

のでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 ボランティアの動きと

しましては、当然先ほども申し上げましたとお

り、乗降時の介助であったり、あと店内におきま

しては作業療法士とともに見守り支援というよう

な形を考えております。 

○平賀貴幸委員 介護保険事業の中で行われると

いう形ですから、基本的には介護報酬というのが

発生するのかなというふうに思うのですが、運転

手さんに対して出るのか、作業療法士さんに対し

て出るのか、ボランティアさんはもしかしたらボ

ランティアポイントを使うのかなというふうに思

いますけれども、その辺を明らかにしていただき

たいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 こちらにつきまして

は、委託事業として実施したいというふうに考え

ておりまして、通所介護事業所への委託と作業療

法士が存在する法人への委托というふうに考えて

ございます。 

 あと、ボランティアの活用ですけれども、こち

らにつきましては介護支援ボランティアポイント

制度を活用していただきたいというふうに考えて

ます。 

○平賀貴幸委員 介護支援ボランティアポイント

も含めて組み合わせるということなので、非常に

いい形の一つだというふうに思います。 

 気になるところは委託なのですけれども、恐ら

く法人が同一ではないのだろうなと思うのです

ね。通所をやっていない法人さんに多分作業療法

士さんがいたりするのだと思うので、そこは法人

が違っていても実施をするという形で考えている

ということで理解してよろしいのですね。 

○高橋善彦介護福祉課長 お見込みのとおり、そ

れぞれ別々の法人となりますので、通所介護事業

所における人員でお願いをしようというふうに考

えています。 

○平賀貴幸委員 そうすると、どのくらいの箇所

と人数でやるのか。なかなか全市的にというわけ

にはすぐにいかないような気がするのですけれど

も、どんな形で最初は行われるのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 今回の事業実施につき

ましては、高台地区と川向地区の２地区の商業施

設を予定してございます。 

 また、対象地域につきましては、通所介護事業

所の運行可能時間、また利用者と各商業施設の距

離を考慮しまして、そちらについては今後決定し

てまいりたいというふうに考えてございます。 

 また、対象者につきましては、要支援認定者及

び基本チェックリストにより生活機能の低下が見

られる方としまして、各地区５名程度を見込んで

おりまして、計10名を想定して実施したいという

ふうに考えています。 

○平賀貴幸委員 恐らく今回想定されている通所

というのは高齢者の方々の多分デイサービスのよ

うなところを、その車両を使うということで想定

されていると思うのですけれども、網走市内に

は、ほかにも障がい者のほうの入所施設における

通所サービスですとか、ほかにも日中の車両が福

祉団体等で使用されていないところ、多分あるの

だと思うのですね。将来的はぜひその辺も含めて

調整することで、対象者の拡大、できれば全市的

に広げていっていただくほうが有効だと思うので

すけれども、その辺については、最初は難しいと

思うのですけれども、念頭に置きながら事業を実

施していくという理解でよろしいのでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 今後の事業展開につき

ましては、事業の実績や高齢者のニーズを踏まえ

るとともに、通所介護事業所やリハビリ専門職、

さらには商業施設等と協議を重ねて事業の充実を

図ってまいりたいと考えております。 

○平賀貴幸委員 ところで、買い物リハビリを利

用される方、対象者の方の自己負担というのは、

この場合発生するのか、しないのかも明らかにし

ていただきたいと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 利用者の利用者負担に

つきましては、月額1,700円ということを現在想

定をしております。こちらの積算につきまして

は、委託単価といいますか、委託料が17万円と

なっております。１月、17万円という形で考えて

おりますので、その１割相当分というような考え

方をしております。 

○平賀貴幸委員 委託料の10分の１ということ

で、１割ということで、理解させていただきま
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す。 

 この17万円の委託料というのは、どちらなのだ

ろうと思うのですけれども、車両を出す側の法人

さんへの委託料なのか、それとも受けて一緒に買

い物をする側の委託料なのか、もしそれぞれ別々

に積算あるのでしたら、それも教えていただきた

いと思います。 

○高橋善彦介護福祉課長 通所介護事業所におけ

ます委託料につきましては、２カ所合わせて月額

９万円というような積算をしてございます。 

 また、作業療法士を有する法人につきまして

は、月額８万円という積算をしてございます。 

○平賀貴幸委員 そうすると、自己負担というの

は実際に買い物する分の負担が約半分ぐらいと、

それから、車両を使って送迎する部分の自己負担

が半分ずつかかるというふうに理解していいのだ

と思います。 

 それで少しちょっと気になるのですけれども、

先行してやっている岡山のほうが盛んで、視察で

も行っているので、その議員の皆さんは認識され

ていると思うのですけれども、たしかあの場合は

車両については無償貸与でありまして、移動につ

いても実は報酬はないのですよね。あくまでも、

移動中の介護をするから報酬発生するという部分

でお金が絡んでくるので、陸運局の許可は要らず

にできるということを兵庫県の陸運局と確認をし

て、これ実はやっているのです。ところが、今の

話を聞くと、車両の委託、運行委託そのものも自

己負担が発生しているので、ちょっとこれスキー

ムが変わってくるのです。公費で負担するなど

サービスの提供を受けた者は対価を負担しておら

ず、反対給付が特定されない場合のみ福祉有償運

送の対象にならないと実はなっているのですよ

ね。 

ちょっとこれ、福祉有償運送の対象になる可能

性があるので、確認を陸運局にして、もし必要が

あれば車両の運行の許可を申請しなければいけま

せん。それから、運転者の登録をしなければいけ

ませんし、その運転者が福祉有償運送の資格を取

らなければいけないということが発生する可能性

があります。確認せずにやっていって、後で該当

するとなると、結構厄介なことになるので、北海

道の陸運局にしっかり確認とるべきだと思います

けれども、現状認識いかがでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 本事業につきまして

は、介護保険制度における地域支援事業の介護予

防・日常生活支援総合事業の中で実施する事業で

ございますので、こちらにつきましては、介護保

険における通所介護事業と同じ取扱いができるも

のかという形で考えてはいるところなのですけれ

ども、今委員おっしゃるとおり、陸運などにも確

認をして、きちんとできるような形で進めたいと

いうふうに思っております。 

○平賀貴幸委員 何となく今やりとりしている

と、やはり介護の部分だけに給付が入ってるのだ

と、負担があるのだと、それから委託がされてい

るのだというふうに整理しないと、ちょっと法に

触れる可能性があるというふうに思いますので、

そこをちょっと精査をぜひしながら、とてもいい

事業ですので、ぜひ実現へとつないでいただきた

いと思います。 

 次の質問に移ります。 

 福祉用具のほうについて、先ほど購入について

の質問ありましたけれども、貸与についてなので

すけれども、これは居宅サービス給付費の予算の

中に入っているというふうに考えていいのでしょ

うか。どこに、予算の中に入っているのでしょう

か。 

○高橋善彦介護福祉課長 委員お見込みのとお

り、居宅介護サービス給付費の中に、こちらのほ

うの予算が計上されているところでございます。 

○平賀貴幸委員 そこで伺わせていただきますけ

れども、例えば、新しい介護用具、足でこぐタイ

プの歩けない方でもこげる車椅子、コギーのよう

な製品があります。これはトレーニングフィール

ドおもしろ自転車のところにも配置されてあった

りするのですけれども、こうした新しい介護用品

がなかなか対象になっているか、なっていないの

かとか、そういうことが現場ルールではわからな

かったりすることもあるのだと思いますけれど

も、市としてはそういう新たな介護用品、こう

いったものがあった場合についての周知や紹介、

どのように行っていくのか見解を伺いたいと思い

ます。 

○高橋善彦介護福祉課長 ただいま委員からおっ

しゃられたコギーの関係でございますけれども、

昨年の決算委員会でお話があったことかとありま

すけれども、こちらスポーツ課と連携を図ってま

いりたいというふうに考えておりまして、具体的

には網走市ケアマネジャー連絡協議会などの研修
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会等で、こちらのほうを周知していきたいという

ふうに考えております。 

○平賀貴幸委員 あまり活用されていないという

声が聞こえてくるのですが、先日養護学校のほう

で話をする機会がありまして、養護学校のほうで

は何度か使わせてもらったということで、子供た

ちも使えたのでよかったという話も聞いておりま

す。 

 これはなかなか見ただけ、話を聞いただけでは

わかりませんので、恐らく社会教育部長もいらっ

しゃいますけれども、喜んで貸出してくれるので

はないかなと思います。そういったところに、先

ほどの答弁があったようなところに持っていくだ

とか、福祉事業所に持っていって一時的に使って

いただくだとか、そういった形で、今ある新しい

介護用品を実際に手で触れて、触って使ってみる

ということが大事なのかなと思いますが、そう

いった形での周知、ぜひしていただきたいと思い

ますけれどもいかがでしょうか。 

○高橋善彦介護福祉課長 ただいま委員がおっ

しゃるとおり、試乗ですとか、実際に触れると

いったところも非常に重要だと思っておりますの

で、今後スポーツトレーニングフィールドが開園

以降、そういったことも考えていきたいというふ

うに思っています。 

○平賀貴幸委員 ほかにもＩＣＴが広がる中で、

新たに介護用具が加わっていても、なかなか情報

としてはこの網走まで伝わってこなかったり、伝

わってきてもよくわからなかったりするのが結構

あるのだと思います。そういったものの情報収集

に努めながら、情報発信をぜひしていただきたい

というふうに思いますので、引き続き私も情報が

あれば提供していきますので、ぜひそういったも

ので乗り越えられるものは乗り越えていくという

ような形をぜひしていっていただきたいと思いま

す。 

 終わります。 

○立崎聡一委員長 それでは、以上で、本日の日

程であります特別会計、企業会計並びに関連議案

１件の細部審査を終了しました。 

 本日は、これで散会とします。 

 再開は、明日午前10時としますから、御参集願

います。 

御苦労さまでした。 

午後１時22分 散会 

 

 

 

 


